様式第４号

研究委託契約書（案）
１．研　究　課　題　　
　　　　　　　　　　　
２．研　究　内　容　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．研　究　期　間　　令和　　年　　月　　　日　から　令和　　年　　月　　日

４．委　託　料　金　　金　　　　　　円（消費税及び地方消費税込）

５．研究担当者氏名　　〇〇　〇〇（〇〇学部・〇〇学科・教授）
　上記研究について、委託者　　　　　　　を甲とし、受託者　学校法人鈴鹿医療科学大学　を乙とし、次の条項により研究委託契約を締結する。

第１条　乙は、頭書の委託料をもって上記の研究期間に研究課題の研究（以下、研究という。）を完了しなければならない。

第２条　甲は、この契約が締結されたときは、乙の指定する期日までに委託料を納入しなければならない。

　　２　委託料の納入は、三十三銀行鈴鹿支店　普通預金「学校法人鈴鹿医療科学大学受託研究預金」口座番号0779610番へ振込むものとする。

　　３　甲が、委託料を前項の指定期日までに納入しないときは、乙は、契約を解除することができる。

　　４　第１項の委託料は、第４条の場合に不用となった金額を除くほか、返金しないものとする。

第３条　乙は、契約代金請求時に消費税および地方消費税（以下総称して「消費税等」という。）相当額を算出し、契約代金とあわせて甲に請求する。なお、消費税等相当額の算出に関して１円未満の端数が生じた場合には、当該端数は切り捨てるものとする。
２　税率の改定その他の事由により算出方法等に変更が生じた場合は、前項の消費税等相当
額を変更し、その結果、乙に納入された委託料金に差額が生じる場合は、その差額を精算
するものとする。
３　本契約で定められた研究期間中であっても、第８条で定める報告が行われ本契約が完了
した場合は、完了した日における税率により消費税等相当額を変更し、その結果、乙に納
入された委託料金に差額が生じる場合は、その差額を精算するものとする。
第４条　乙は、天災地変その他やむを得ない事由により研究の遂行が困難になったときは、甲乙協議の上書面により契約を解除又は一部変更を行うものとする。

　　２　乙は、前項の場合を除き、研究、委託料又は期限を変更しようとするときは、甲乙協議の上書面により契約の変更を行うものとする。

第５条　この研究により取得した物品、設備等は乙の所有とする。

第６条　乙において動物実験を行う場合は、事前に乙の動物実験規程に基づく許可を得なければならない。

第７条　この契約履行に際し発生する一切の損害（第三者に及ぼした損害を含む）は、甲の負担とする。ただし、乙の重大な責に帰する事由による場合はこの限りでない。

第８条　乙は、研究が完了したとき（研究を中止したときも含む）は、甲に対し、その結果を報告するものとする。

第９条　研究の結果は発表若しくは公開することを前提とし、乙がこれを行う。また、その時期、方法及び内容については事前に甲乙協議の上決定する。

第10条　この研究により得られる知的財産権その他これに準ずる権利は、甲乙協議の上帰属割合を決定するものとする。
第11条　この契約に定めのない事情又は疑義が生じたときは、甲乙協議の上別に決定するものとする。

第12条　本契約に関する訴えは、乙を所在地とする津地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第13条　本契約は、契約締結日にかかわらず、令和　年　月　日に遡及して発効するものとする。
　上記契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙両者記名捺印の上、各自その

１通を保有する。

　　令和　　年　　月　　日　←双方の調印後に記入します。
　　　（甲）　　委託者　　　　　　　　　（住　所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏　名）　　　　　　　　　印

　　　（乙）　　受託者　　　　　　三重県鈴鹿市岸岡町1001番地１
　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人鈴鹿医療科学大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　髙　木　　純　一　　　印

朱書き部分についてご記入ください。


その他変更がございましたらお直しのうえ朱書きで表示ください。








